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トル、人口１万 7666 人（2011 年２月末現在）の町であった。2005 年 10
月１日に志津川町と歌津町が合併して南三陸町は成立した。志津川町は面積
124.25 平方キロメートル、人口１万 3530 人（2005 年９月１日現在）、歌津













　南三陸町の商工会の会員は 562 業者であり、８割以上の 473 業者が全壊ま
たは半壊・一部損壊の被害を受けた。2011 年 12 月末時点で、その 473 業者















商店街」と名付けられた８業者による仮設店舗群が 2011 年 12 月８日に開設
され、志津川地区では 32 業者による仮設店舗群が「南三陸志津川福興商店街」
















　宮城県漁協志津川支所の正・準組合員は 822 人で、うち 33 人が震災で死亡・
行方不明になった。漁船の多くが流出したけれども、正組合員のうち 229 人
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９月 26 日から露天の旧市場で取引が再開され、旧市場から 300 メートル東の









　志津川漁協本所には 2001 年時点で 46 業者、支所には 94 名のカキ業者が
おり、志津川の生産量（年間約 642 トン、６億 4000 万円）は宮城県で 3 番
目であった（４）。このカキ養殖も全滅したけれども、「復興かきプロジェクト」
により（５）、2011 年６月 17 日に 500 連の種カキが東松島市から志津川地区へ
運ばれて本垂下が始まり、合計 3,000 連の支援が寄せられている。歌津地区
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　ヤマウチは 1949 年に山内正一氏が山内鮮魚店として創業した。1988 年に
はヤマウチと改称し、鮮魚の販売だけでなく水産加工品の製造販売にも進出し
ている。現在の社長は三代目の山内正文氏（1949 年生まれ）であり、震災前
の時点では従業員 20 名、資本金 2000 万円、売上高４億円であった。
　ヤマウチは工場１棟と店舗３棟が全て津波で流失したけれども、従業員は全
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の第２回復興市には全国から 37 業者が集まり、雨にもかかわらず１万 5000
人もの来場者があった。復興市はその後も月１回のペースで開催されている。
　山内社長が代表となり、南三陸町の水産加工業者 10 社で「南三陸町水産加






























　及善商店も 2011 年６月 23 日からセキュリテ被災地応援ファンドを通じて
1000万円を募集し、９月５日までに満額を確保した。次いで伊藤は3000万円、
マルセン食品は 2000 万円を９月 14 日から募集した。
　これらの企業の工場建設計画は、中小企業基盤整備機構の仮設工場整備の申
請を 2011 年７月 18 日に通過しており、４社の共同加工場は 12 月 16 日に
引き渡された。ヤマウチはファンドで調達した5000万円で焼き魚加工ライン、






田信吾氏（1959 年生まれ）が 28 歳で二代目社長に就任した。震災前の時点で、




































津川商工団地にほど近い国道 45 号沿いの土地を確保し、2012 年３月末を目
指して冷凍倉庫を建設中である。












ものの、７月末までに 20 隻、９月末までには合計 50 隻の船の修理をするなど、
漁船を求める漁師の需要に応えている。
　千葉勝司氏が社長を務める大勝造船は、2008 年 10 月には宮古漁協向けに
19 トンの FRP 船「第一日出島丸」を進水させているけれども、主に５トン前
後の FRP 船を中心に建造と修理をおこなっていた。2011 年４月中旬から仮設
工場で事業を再開し、11 月までに修理 30 隻、新船建造 20 隻を受注しており、
2013 年３月まで建造の工程が埋まっている。11 月 25 日には同社の震災後初














































































トに」2011 年４月 17 日、を参照されたい。
（３）詳細については、『南三陸町』「水産業復興の拠点　仮設魚市場オープン」
2011 年 10 月 24 日、を参照されたい。
（４）詳細については、清水敬子「宮城県志津川漁協　三陸漁場を背景に養殖



























１万 2000 隻大破・流失」2011 年 12 月７日、を参照されたい。
（12）厚生労働省によれば、「東日本大震災に伴い、住居や仕事を失った被災
者が全国各地に避難していることから、重点分野雇用創造事業の基金を
積み増し、新たに震災対応事業を創設した」とされ、従来の緊急雇用創
出事業等を拡充した事業となっている。
